
1. はじめに

国は地方財政基盤の強化と行政の効率化を目指し, 都道府県に対して市町村

合併の推進策を講じてきた｡ 1995年に改定された合併特例法では, 住民の直

接請求により法定合併協議会の設置を発議できる制度や, 合併特例債制度の設

置などが盛り込まれたほか, 政令指定都市への移行や, 町村の市への移行のた

めの人口要件の緩和などももりこまれていた｡ このため, 合併をめぐる議論が

自治体間で加速することとなった｡

本稿は, 1983�2007年度の茨城県 92市町村を対象に, 合併をはさんで暮ら

しやすさ (Quality of Life：QOL) がいかに推移してきたか明示化する｡ よ

い面に焦点をあてた評価・悪い面に焦点をあてた評価の 2つの QOL評価によ

り, 県および各市町村の QOLに, 合併がもたらした効果を検証している｡

QOL の DEA (Data Envelopment Analysis) 分析は, Hashimoto et al.

(2009) に従っており, 合併をはさんだ推移の分析は, Haneda et al. (2010)

Tsuneyoshi et al. (2011) に従っている｡

本稿の構成は以下のとおりである｡ 第 2章では, 茨城県の市町村再編の概要

を述べる｡ 第 3章では, 本稿の主たる分析手法である DEAおよび negative

DEAについて説明し, QOLフロンティアと QOLリアを定義する｡ 第 4章で

は, 市町村の QOL分析に用いる評価指標の選定と, DEA/MI分析に合併事
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例を適用する際の方法論的工夫を解説する｡ 第 5章では, 茨城県の QOL推移

を平均 FS (frontier shift) 指数と平均��
�指数により計測している｡ ここ

では, 合併市町村と非合併市町村毎にMI指数・��
�指数の平均をもとめ,

それぞれの QOLの推移もみている｡ さらに, QOLフロンティアを前進させ

た市町村, QOLリアを後退させた市町村についても調べている｡ 第 6章では,

水戸市を例に, 編入合併時点を起点とした累積指数をもとめることにより, 合

併をはさんだ QOLの時系列的な推移を明示化する｡ 第 7章で本稿をまとめる｡

2. 茨城県の合併変遷

市町村合併は, 地理的条件や歴史・文化を踏まえたうえで, 地域住民の望ま

しい行政サービスを提供するためになされるべきである｡ しかし現行の地方自

治制度の下では, 人口規模などによって市町村の事務権限に差を設け, 行政能

力の向上に応じてその権限を拡充する仕組みになっている｡ このため地域住民

のニーズに対応する行政サービスを効率的に行うためには, 一定の人口規模が

必要である｡

茨城県では, 人口減少や高齢化の進行, 将来の財政見通しを踏まえ, 県とし

て将来目指す合併パターンを検討してきた｡ 国立社会保障・人口問題研究所の

市町村別将来人口推計によると, 2000年以降の 30年間で, 茨城県では 80％以

上の市町村で人口が減少する｡ 県内 25市町村においては, 10％以上の大幅な

人口減少があることも推計されている｡ また県内の高齢人口は増加傾向にあり,

同研究所の推計では, 2030年の高齢化率は 30.9％となり, 概ね 3人に 1人が

高齢者になるという状況が想定されている｡ これに対し茨城県は ｢茨城県にお

ける自主的な市町村の合併の推進に関する構想｣ を策定し, 県として将来目指

す合併パターンを検討し, 市町村合併を支援した｡

図 1は, 茨城県の市町村の変遷を示すものである｡ 括弧内は新設合併・編入

合併があった年度である｡ 分析対象とする 1983�2007年度において, 茨城県で

は 28回の市町村合併が行われている｡ 旧合併特例法下においての合併は 25回
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あり, その内の 23回は, 2004年度および 2005年度に実施された｡ 合併の推

進に伴い, 1983年度に 92あった市町村数は, 2007年度には 44と半数以下に

まで減少し (2011年 4月現在の市町村数は 44である), 一市町村あたりの平

均人口は, 1983年度の約 2万 9千人から, 2007年度の約 6万 8千人へと増加

した｡ 1983年度, 県内全市町村の約 65％を占めていた人口 3万人未満の町村

比率は, 2007年度には約 20％へ低下することとなった｡
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図 1 茨城県の市町村合併変遷 (1983�2007年度)



全国屈指の合併数を経験する一方, 県内には, 合併を望みながらもさまざま

な事情から合併に至らなかった市町村や, 今後合併を目指す市町村も含まれて

いる｡ 比較的規模の小さい町村 (1万人未満が 1町, 1万人以上 3万人未満が

8町村) も依然として残されており, 市町村の財政基盤の強化を推進する必要

があることから, 茨城県は合併パターンの再検討を行い, 市町村合併を今後も

さらに進めていく意向である｡ 平成 19年度茨城県合併構想によれば, 将来目

指す合併パターンとして ｢水戸市・ひたちなか市を中心とした地域と, 土浦市・

つくば市を中心とした地域に人口 50万人程度の二大中核拠点都市を育成し,

周辺市町村とのネットワークを形成すること｣ が掲げられている｡ これにより

｢多様性のある地域の形成を図り, 県民がどこに住んでも, 等しく, 便利で文

化性の高い快適な生活を送れるような地域を創出し, より活力ある茨城を目指

す｣ としている｡

3. 分析手法

3.1 DEAモデル

ここでは, 以降の QOL分析で用いる DEAの基本的な考え方を説明する｡

DEAは, 複数の入出力を持つ分析対象 (Decision-Making Unit: DMU) の相

対効率評価を行う手法である｡ 最も効率の高い DMUで効率フロンティアを構

成し, 非効率な DMUをそのフロンティアからの距離で評価するため, 非効率

な DMUについて改善提言を行うことも可能である｡ 複数の入力と出力の各ウ

エイトは, 当該 DMUにとって最も有利になるようにモデル内で決定されるた

め, 回帰分析のような固定ウエイトによらず, DMUの多様性を活かした分析

ができる利点を持つ｡

評価対象の DMUを DMU ��と書くと, CCR (Charnes-Cooper-Rhodes)

入力指向と呼ばれる DEAモデル (例えば Charnes et al., 1978; Cooper et al.,

2000) では, DMU ��の効率値������ ������は, 次の分数計画問題で得ら

れる｡
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�は DMUの数, ������������������������は DMU �の出力ベクトル, ���は

DMU �の�番目の出力, ��������������������は出力ウエイトのベクトル,

��は出力�のウエイト, �は出力の個数, ���������������������	��は DMU �

の入力ベクトル, ���は DMU �の �番目の入力, 
��
������
������
	�は入

力ウエイトのベクトル, 
�は入力�のウエイト, 	は入力の個数である｡

( 1 )の分数計画問題を包絡形式に書き直した CCR入力指向包絡形式と呼ば

れるモデルが

である｡ なお, �および ��は, 線形計画問題の目的関数である｡ ( 2 )式を,

分析対象の DMUについて最適化したものが, CCR入力指向で評価した時の

DEA効率値�������である｡ こうして得られた DEA効率値�
�
����である

DMUは効率的, �
�
����の DMUは非効率的と判断されるのである｡

( 1 )式が示すように, DEAでは, DMUが複数の入力を如何に効率よく複

数の出力に変換しているのかをみている｡ 他と比較して少入力で多出力を算出

する DMUが, 相対的に効率的とみなされるのため, DEAは生産分析の代表

的手法として用いられている｡ しかし数学的には, DEAの入力と出力との間に

は, 生産におけるような有機的な関係があることは必ずしも要求されていない｡
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Hashimoto and Ishikawa (1993) は, DEAの入力をある概念を表す負の

(値が小さい方がよい) 評価指標, 出力を正の (値が大きい方がよい) 評価指

標と置き換えれることにより, DEAのメカニズムで効率以外の概念の相対評

価ができると考え, 47都道府県の QOL評価にこれを適用した｡ この QOL分

析アプローチでは, 好ましい評価項目 (以下ポジティブ指標と呼ぶ) が大きい

ほど, 好ましくない評価項目 (ネガティブ指標と呼ぶ) が小さいほど, 相対的

に QOLが高い DMUと判断されることになる｡ これゆえ, ( 2 ) 式の DEA効

率値�
�
��がDMU ��の QOLの尺度となり, �

�
����の DMUは, 評価対象の中で

最高の QOLであり, �
�
����の DMUは, 自身を上回る QOLをもつ DMUが,

自分以外に存在している｡ Hashimoto and Ishikawa (1993) の分析アプロー

チは, Zhu (1996), Mulius et al. (2006), Gonz�arez et al. (2010), Somarriba

and Pena (2009) の QOL評価でも採用されている｡ 本稿の QOL分析も, こ

の分析アプローチに準ずる｡

3.2. DEA/MI分析

DEA効率値の時系列的な推移を測る手法として, DEA/MI分析がある｡ これ

は, DEAの分析フレームにMalmquist (productivity) index (Malmquist,

1953; Caves et al., 1982) を適用したものであり, 年毎の効率フロンティアの

推移を考慮した DEA効率値の二時点間の推移比率をもとめる分析手法である

(F�are et al., 1994; Thanassoulis, 2001)｡

図 2を例に, CCR入力指向DEAモデルを用いてDMU ��のDEA/Malmquist

指数をもとめてみよう｡ Aは時点�の DMU ��の位置, 半直線 OCDは時点�

の DEA 効率フロンティアである｡ PC/PA が, 入力指向 DEA モデルでの

DMU ��の DEA効率値である｡ 時点������では, DMU ��は Bへ動き,

時点�の効率フロンティアを OEFで表すものとする｡ �����でフロンティア

は動いているので, この間の DMU ��の DEA効率値の推移は, �����のフロ

ンティアの推移も含めて計測しなければならない｡ このため�����の DMU ��

の DEA効率値のMalmquist指数は
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となる｡ ����であれば, DMU ��は�����で DEA効率値が向上し, ����

であれば変化なし, ����であれば低下したことを意味している｡

( 3 )式は, 次のように分解することができる｡

( 4 )式の右辺第一項は, 各年の効率フロンティアに対する DMU ��の DEA

効率値の比であり, DMU ��の効率フロンティアからの距離が�����で如何に

変化したかを示している｡ 第二項は, DMU ��から見た�����の効率フロンティ

アの推移を表すものである｡ それぞれ catch-up指数, frontier shift指数と呼
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図 2 フロンティア・リアのシフトを考慮した DEA効率の推移



ばれている｡ catch-up指数を CU, frontier shift指数を FSと書けば, �����

の DMU ��のMI指数は

のように置き換えることができる｡ ����であれば, DMU ��が�����でより

効率フロンティアに近づいたことを意味する｡ ����なら変化なし, ����

であれば, DEAフロンティアから離れたことになる｡ 同様に�	��であれ

ば, DMU ��から見た効率フロンティアが, �����で上方向にシフトした (改

善) ことを意味する｡ �	��であれば変化なし, �	��であれば, DEAフ

ロンティアが下方向にシフトした (後退) ことになる｡ 本稿の QOL分析では,

各年の QOLフロンティアは, 各年の����となる市町村を結んだものであ

る｡ �	��は, 市町村��からみた�����間の QOLフロンティアの推移であり,

����は, その QOLフロンティアに対する市町村��の距離の推移を表してい

る｡ FSと CUを含めた市町村��の QOLの推移が
���である｡

図 2の PE / PAは, 時点�の CCRフロンティアで測った時点�の DMU ��

の DEA効率値�である｡ これを���
�
��

�
�と表記すると, ( 7 )式を次のよ

うに定めることができる｡

�
�
���

�
�� �����にそれぞれ置き換えれば, 次の線形計画問題を解くことにより,

時点�の���
�
��

�
�をもとめることができる｡
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( 8 )式の���
�
��

�
�は, ( 9 )の線形計画問題を�を�に置き換えて解けばよ

い｡ ���
�
��

�
�は

の線形計画問題を解くことで得られるが, これは DEA exclusion モデル

(Andersen and Petersen, 1993) と呼ばれるモデルである｡ �と�を入れ替え

て(10)式を解けば, ���
�
��

�
�ももとめることができる｡

( 5 )式を( 7 )式へと置き換え, ( 9 ), (10)式の線形計画問題に対象データを

適用することにより, DMU ��の�����におけるMI指数, CU指数, FS指

数が計算できる｡ ここでは各々を���������, �	�������, 
��������と表記

する｡ 通常, 各指数は対前年で計算するが, 本稿の QOL分析では, 起点から

の QOL推移を明示する為, Hashimoto and Haneda (2008) の累積指数を使

用する｡ 累積指数は基準とする時点を定め, そこを起点としたある時点までの

累積変化を測定するものである｡

累積推移をみるために, 従来は����������������������������

��������������の sequential productを用いて計測していたが, それは

F�are et al., (1994) の云う circular test, �������������������������

����������を満たさず, 正確な累積推移をもとめられない｡ これを解決す
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るために, Hashimoto and Haneda (2008) の累積指数では, sequential

productを使わずに直接計算する方法がとられており, 累積推移を正確にもと

めることができる｡

本稿では, 1983�2007年度の茨城県 92市町村の社会指標データを用いてい

る｡ 茨城県全体の QOLを論じる 5章に於いては, ( 6 )式の分析対象期間初年

度 (1983年) を常に起点�に, �����������������	


�����を起点から

一年毎にずらした二時点間のMI, CU, FSを算出している｡ 合併市町村に焦

点をあてた 6章においては, 合併年度を起点�に, 同様の計算により各累積

指数をもとめている｡

3.3. negative DEAモデル

通常の DEAは, 複数の入出力の各ウエイトを, 各 DMUにとって最も有利

になるようにモデル内で決定するので, DMUの優れた点に焦点をあてる評価

(上方評価) を行っている｡ 本稿の QOL分析では, ( 2 )式でもとめた DEA効

率値は, 上方評価での QOL (以降, QOLの良さと表記する) を表現している｡

一方, 評価には, 悪い面に焦点をあてる評価 (下方評価) もある｡ 合併をはさ

み, 各市町村の QOLが良い面を強調すれば改善 (悪化) していたのか, ある

いは悪い面を強調すれば改善 (悪化) していたのか, 市町村合併の検証におい

ては, 上方評価・下方評価双方からの QOL評価が必要である｡ 従って本稿で

は, 通常の DEAモデルによる上方評価の QOLに加え, 下方評価の QOL (以

降, QOLの悪さと表記する) も調べている｡

悪い面を強調する DEA評価を, ( 1 ), ( 2 )に対応する分数計画問題, 線形

計画問題で表すと, それぞれ(11), (12)のようになる｡
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この評価を, negative DEAという (Hashimoto et al., 2009). �および, ��

は, 線形計画問題の目的関数である｡ (12)式を, 各 DMUを順に��として�

回解くことにより, 各 DMUに最も不利な評価ウエイトで DMU ��の効率値を

得る｡ こうして得られた negative DEA効率値�
�
����となる DMUは, nega-

tive DEA のフロンティア上, すなわち DEA リアに位置している｡ 本稿の

QOL分析では, ポジティブ指標が小さく, ネガティブ指標が大きな DMUは,

相対的にその QOLは低くなる｡ 従って�
�
����の DMUは, QOLの悪さが相

対的に最悪の DMUであり, �
�
����の DMUは, QOLの悪さが自身を下回る

DMUが自分以外に存在することになる｡

negative DEAモデルのMalmquist指数は, DEA/MI分析と同様に考えれ

ばよい｡ 通常の DEAモデルと negative DEAモデルとを区別をするため, 後

者を “－” で表記し, 図 2を例に�����	�指数をもとめてみよう｡ �
���

で DMU ��は Aから Bへ移り, DEAリアが OGHから OIJへ動いたとするな

らば, �
���間の DMU ��の���
�
���������指数は,

となる｡ QOL分析における 3指数の解釈も, DEA/MI分析と同様である｡

��
�
����であれば, �
���間で,市町村��から見た QOLリアが上方向にシフ
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ト (改善) したことを意味し, ��
�
����であれば, 市町村��は, 時点�の時

より�において, より DEAリアから離れたことになる｡ ��
�
��は, 	


�およ

び��
�を考慮した市町村��の QOLリアの動きを示すものであり, ��

�
����

であれば, 市町村��の QOLリアは, �����で改善したことを意味する｡

時点�の DEAリアに対する時点�の DMU ��の��
�効率値を���

�
��

�
�

で表記すると, ( 8 )式に対応する��
�
����������指数は,

となる｡

4. データ

4.1. QOL評価指標

本稿の QOL分析では, 次の 9指標を使う｡

行政サービス

一般職員数 (＋)

医療・健康

住民一人あたりの一般病院・診療所数 (＋)

経済基盤

世帯あたり所得 (＋)

失業率 (－)

生活・環境

可住地面積あたりの店舗数 (＋)

可住地面積あたりの道路長さ (＋)

公害苦情件数 (－)
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安心・安全

民生委員一人あたりの可住地面積 (－)

刑法犯罪認知件数 (－)

(＋) はポジティブ指標, (－) はネガティブ指標を表している｡ 現代の市町

村における住民の生活選好を鑑み, 国民生活指標 (経済企画庁) を中心に, 新

国民経済指標 (経済企画庁) および茨城県生活統計指標 (茨城県) から指標体

系を定めた｡ 市町村の QOLを, 行政サービス, 医療・健康, 経済基盤, 生活・

環境, 安心・安全の 5側面からとらえることとし, 各側面を表す 9指標を用い

た総合評価を試みる｡

5つの評価側面を表す各指標は, 国・行政の生活指標体系および QOLに関

する先行研究を参考に選定した｡ 行政サービスの指標には, De Borga (1996)

に従い, 各自治体の一般職員数を用いている｡ 職員のモチベーションに依存す

るところは大きいが, 職員数の増加は, 自治体の行政執行能力の拡大につなが

る｡ また, 職員数の増加によって都市計画・国際化・情報化等の専任組織の設

置ができるようになり, 自治体の行政サービスの高度化・多様化を図ることも

できる (小西, 2003)｡ 医療・健康および経済基盤の各指標には, 病院・診療

所数および所得水準, 失業率を用いる｡ これらの指標は, 国・自治体の生活指

標体系でも使われているものである｡

生活・環境の指標としては, 居住地域の小売店の集積規模・地域交通や交流

の促進によって地域の魅力度は増加するものと考え, 阿部等 (2002) に準じて,

小売店密度および道路密度を用いる｡ また, 生活環境の良好さには, 環境汚染

の程度も重要であることは言うまでもないことから, 公害苦情件数も生活・環

境の指標として加えている(1)｡ 安心・安全の指標には, Somarriba and Pena

(2009) を参考に, 民生委員の管轄面積を用いている｡ 住民の生活満足度には,

家族・友人の存在, 地域とのつながりの認識など, 人との関わりが不可欠であ

ることが Somarriba and Penaにより報告されている｡ 民生委員は, 市町村

で暮らす住民の生活相談・福祉サービスの情報提供および助言という社会的役
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割を担っている｡ 民生委員による見守りは, 住民と地域とのつながりを緊密に

し, 住民の安心感を高めるはずである｡ また, 居住地域が安全であることは,

平穏な日常生活を送る上で欠かすことはできない｡ このため, 民生委員管轄面

積に加え, 犯罪発生件数も, 安心・安全の指標として用いることにする｡

上記 9指標により, 茨城県 92市町村の QOLを評価する｡ 分析対象期間は

1983�2007年の 24年間とする｡ 使用データは, ｢地域経済総覧｣ (東洋経済新

報社), ｢茨城県社会生活統計指標｣ (茨城県統計局) および ｢市町村別決算状

況調｣ (総務庁統計局) から収集した｡ なお, 世帯当たり所得額は, 水戸市の

消費者物価指数で調整している｡ また分析対象期間で公害苦情件数がゼロの値

をとる市町村が 1％程度含まれていたため, 公害苦情件数は, 平均 100分散

100で正規化したものを用いている｡

4.2. DEA/MI分析への適用

DEA/MI分析では, 各 DMUの DEA効率値の推移を測定する為, 分析対

象期間で DMU数を保つ必要がある｡ これゆえ, DMU数が減少していく市町

村合併の事例への適用には, 手法上の工夫が必要である｡ 本稿では Haneda et

al. (2010), Tsuneyoshi et al. (2011) に従い, 合併した市町村に, 新設・統合

後の市町村データを適用することにより, DMU数を保つ方法を採用している｡

図 3を用いて説明しよう｡ �は新設合併の例である｡ つくば市は, 大穂村・

桜村・豊里村・谷田部町・筑波村の 5町村の合併により, 1987年度に新設さ

れた｡ �は観測上のデータである｡ 5町村のデータは 1986年まで観測可能で

あるが, つくば市の新設以降は観測不能となる｡ 一方つくば市のデータは, 新

設時 1987年度以降からのみ観測することができる｡ 5町村の QOLが, 新設合

併をはさんでいかに推移してきたか明示化するには, つくば市のデータを,

1987年以降の 5町村それぞれのデータとして取り扱う必要がある｡ このため

�で示すように, 5町村が合併後, 規模を変えて存在しているかのようにみな

して, 1987年度以降の 5町村につくば市のデータを適用する｡

�は編入合併の例である｡ 水戸市は, 1991年度に隣接する常澄村を編入し
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た｡ 常澄村のデータは, 編入合併前の 1990年度まで観測することができるが,

それ以降, 観測することはできない｡ 合併をはさんだ常澄村の QOLの推移を

見るために, 1991年度以降は�に示すように, 水戸市のデータを常澄村のデー

タに適用する｡
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図 3 新設合併・編入合併市町村データの DEA/MI分析への適用

� 新 設

� 観 測 値

年 度 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990

大 穂 村 ○ ○ ○ ○

桜 村 ○ ○ ○ ○ 新設

豊 里 町 ○ ○ ○ ○

筑 波 村 ○ ○ ○ ○

谷田部町 ○ ○ ○ ○

つくば市 ○ ○ ○ ○

� DEA/MI分析用

年 度 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990

大 穂 村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

桜 村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

豊 里 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

筑 波 村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

谷田部町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

� 編 入

� 観 測 値

年 度 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1990

水 戸 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

常 澄 村 ○ ○ ○ ○ 編入

� DEA/MI分析用

年 度 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1990

水 戸 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

常 澄 村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



このように新設合併・編入合併で消滅した市町村を, 分析対象期間で同じ市

町村として継続して観測することができれば, 各市町村の QOLの推移を測定

することができる｡ Haneda et al. (2010), Tsuneyoshi et al. (2011) のデー

タ上の工夫は, 合併をはさんだ QOL推移の明示化において, 大きな利点をも

つ｡ こうして得られた 92市町村× 25年 (1983�2007), 各市町村が 9社会指標

で構成される市町村パネルデータにより, 次章で茨城県の QOLを評価する｡

5. 茨城県の分析

5.1. 平均 FS指数とMI指数

MI指数および CU指数は, DMU ��の動きを表す｡ 一方, FS指数は, DEA

効率フロンティアの動きを DMU ��からみたものである｡ 各年の効率フロンティ

アは, 当該年の最も効率的な DMUで構成されており, 必ずしも��自身が含ま

れているとは限らない｡ すなわち効率フロンティアは, 各市町村のものではなく,

その全体からなる県のものである｡ 本稿の QOL分析では, QOLフロンティア

は, 上方評価で最高となった市町村で構成され, QOLリアは, 下方評価で最悪

となった市町村で構成されている｡ その推移���������および��
�
�������は,

市町村��から見た茨城県の QOLの良さおよび QOLの悪さの推移を示すもの

となる｡ これゆえ平均 (幾何平均) FSおよび平均��
�は, QOLの良さおよ

び QOLの悪さの推移を, 茨城県の平均的市町村からみたものと解釈できる｡

本稿では, 平均累積 FS, および平均累積��
�をもって, 茨城県の QOLの経

年変化をとらえることにする｡

図 4は, 1983年度を起点に, 2007年度までの茨城県の平均累積 FS指数,

平均累積��
�指数を示したものである｡ 図 4の FS, ��

�の推移から, 茨城

県はよい面に焦点をあてても, 悪い面に焦点をあてても, 分析対象期間におい

て QOLの低下傾向が見てとれる｡ 1983�1997年度までは, QOLフロンティア

も QOLリアも概ね 1より大であり, この間の茨城県では, QOLの良さ・QOL

悪さ双方が改善している｡ しかし 1998�2007年度には, QOLフロンティアも
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QOLリアも概ね 1を下回り, 茨城県の QOLは単調に低下していく｡ 2007年

度の茨城県の QOLの良さは, 1983年時点の 30％の悪化にあたる｡ また 2007

年度の QOLの悪さは, 1983年時点の 14％の悪化に該当する｡

QOLの良さおよび悪さで見ても, 分析対象期で県の QOLはともに低下傾

向にあるが, その推移には違いが見られる｡ QOLの良さは 1983年度から上昇

し, 1985年度には 1983年度と比べ約 15％改善した｡ 1985�1997年度まで, 茨

城県の QOLの良さは安定的に推移し, 1985年度とほぼ同水準の QOLを維持

している｡ 一方, QOLの悪さは 1983�1985年度で改善するものの, 1985�1989

年度で低迷する｡ その後再び上昇に転じるが, QOLの良さと比べるとその推

移は変動が大きく, 不安定である｡

また 1998年度以降の QOLの低下に注目すると, QOLの良さと QOLの悪

さのグラフの形状は異なる｡ QOLの良さは, 1998年度以降急激に低下してい

くが, それに比べて QOLの悪さの低下は緩やかである｡

茨城県の市町村合併が, QOLの悪化を抑制するという点で効果があったの

か, これを検証をするべく, 県内の (平均的な) 合併市町村および (平均的な)

市町村合併による QOLの変化 17( 17 )

図 4 茨城県の QOL推移 (1983�2007年度)



非合併市町村の QOLの推移を, それぞれのMI指数・��
�指数の (幾何) 平

均から測ることにする｡ 図 5は, 1983年を起点とする累積MI・累積��
�の

平均値を, 合併市町村, 非合併市町村毎に計算したものである｡ MIおよび

��
�は, 合併・非合併に関わらず 1983�2007年度で低下傾向にあった｡ QOL
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図 5 合併市町村と非合併市町村の�����
�の推移



の良さは, 合併市町村, 非合併市町村でほぼ同じように推移した｡ 1998年度

以降, MIは 1より小で 2007年度までほぼ単調に低下する｡ 1983年度と比べ,

2007年度の QOLの良さは, 合併市町村で約 20％, 非合併市町村で約 24％悪

化している｡

一方 1997年度以降の QOLの悪さは, 合併市町村・非合併市町村間で差が

大きい｡ 1983年度と比べ, 2007年度の QOLの悪さは, 合併市町村で約 23％

悪化しているが, 非合併市町村では約 38％も悪化している｡

合併・非合併市町村毎の QOL分析結果から, 茨城県の市町村合併では,

QOLの良さの悪化を抑制する効果は表れていないが, QOLの悪さの悪化を抑

制する効果は表れている｡ 市町村合併をめぐり多様な見解があるが, 茨城県全

体の QOLが低下するなかで, QOLの悪さの悪化を押しとどめた点において,

市町村合併は意義があったと言えるのではないだろうか｡

5.2. QOLフロンティアの前進・QOLリアの後退に貢献した市町村

ここでは茨城県内の各市町村に注目し, QOLフロンティア・QOLリアに各

市町村が与える影響をみている｡ 1983�2007年度の QOLフロンティア・QOL

リアは, 図 2のような推移を見せた｡ 表 1は, QOLフロンティアを前進させ

た市町村・QOLリアを後退させた市町村を 3年毎に示したものである｡ 具体

的には, F�are et al. (1994) の云う “イノベーター” に該当する次の 3条件

を満たす市町村が, QOLフロンティアを前進させる市町村となる｡ すなわち,

�年の QOLフロンティア上にあり (条件 fb), ���年から�年の間にフロン

ティアを上方向にシフトさせ (条件 fa), フロンティアが交差しているなら,

���年時点より前方の部分にある (条件 fc) 市町村である｡

同様に, これに対応する QOLリアの 3条件は,
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であり, これらを満たす市町村が QOLリアを後退させる市町村である｡

図 4および図 5を参考に, 分析対象期間を QOLが改善した期間 (1983�1997

年度：前半と呼ぶ) と QOLが悪化した期間 (1998�2007年度：後期と呼ぶ)

とに二分割し, 表 1を見てみる｡ 分析対象期間後半と比べてみると, 前半にお

いて, QOLフロンティアを前進させる市町村の数ははるかに多い｡ 一方,

QOLフロンティアを前進させる市町村数は大幅に減少し, 期間後半にはほと

んど見当たらない｡ QOLリアを後退させる市町村の数は, 後半の方が前半よ

りも多いが, QOLフロンティアにおいて観測された数と比較してみると, 前

半と後半で明確な違いは見られない｡ 表 1と図 4を照らし合わせると, 期間後

半の QOLフロンティアを前進させた市町村数が少ないのは, QOLフロンティ

アの低下傾向によるものと考えられる｡

次の市町村は表 1の QOLフロンティアの前進・QOLリアの後退それぞれ

のリストに最も頻繁に登場している｡ 数字はその登場回数である：

QOLフロンティアを前進させた市町村

4 [日立市], 3 [水戸市, 古河市, 取手市, 美和村, 牛堀町, 大和村, 桜

村, 境町]

QOLリアを後退させた市町村

6 [神栖町], 5 [旭村], 4 [大子町, 十王町, 玉里, 七会村, 茎崎町]｡

前者の 9市町村は, その期間において県全体の QOLの改善に貢献した主な

市町村であり, 後者の 7市町村は, QOLの悪化に責任がある市町村である｡

次章では, 前者で出現頻度の高い水戸市を例に, 合併をはさんだ QOLが如何

に推移したのか検証する｡

駒大経営研究第43巻第 1・2号20 ( 20 )

����
��

�
����������

��
�
����������

����������
�
��

�
������	����

�
��

���
����

��������	�	���



��




市町村合併による QOLの変化 21( 21 )

表 1 QOLフロンティアを押し上げた DMU・QOLリアを押し下げた DMU

Subperiod Frontier-onward shifter Frontier-backward shifter

1983�1986 水戸市 御前山村 出島村 境町 桜村
日立市 大洗町 新治村 利根町 七会村
古河市 美和村 桜村 十王
下妻市 水府村 大和村 旭村
常陸太田市 牛堀町 協和村 神栖町
取手市 桜川村 猿島町 東村

1983�1989 緒川村 高萩市 茎崎村
美浦村 常澄村 新利根町
大和村 桂村 東村

御前山村 出島村
美和村 玉里村
大子町

1989�1992 水戸市 大洗町 真壁町 緒川村
日立市 東海村 大和村 茎崎村
土浦市 美和村 総和町 河内村
古河市 緒川村 猿島町
下妻市 金砂郷村 境町
常陸太田市 牛堀町 藤代町
取手市 桜川村

1992�1995 水戸市 常澄村 大子町 総和町 十王
日立市 大洗町 牛堀町 境町 旭村
土浦市 瓜連町 桜村 藤代町 神栖町
古河市 山方町 谷田部町 利根町 伊奈村
結城市 美和村 豊里町
取手市 金砂郷村 大穂町

水府村 真壁町
1995�1998 桂村 神栖町 大和村

七会村 茎崎村 守谷町
美和村 河内村
緒川村 東村
大子町 出島村
十王町 玉里
旭町 千代田村
大洋村 伊奈村

1998�2001 桂村 大洋村 玉里
七会村 神栖町 大和村
美和村 北浦村 守谷町
緒川村 茎崎村
大子町 河内村
十王町 東村
旭村 出島村

2001�2004 日立市 桜村 茨城町
大洗
里美村
神栖町
茎崎町
玉里村
大和村
利根町

2004�2007 大子町 土浦市 金砂郷村 阿見町
守谷町 常陸太田市 水府村 伊奈村

高萩市 里美村 五霞村
北茨城市 大子町
茨城町 旭村
常北町 鉾田町
桂村 神栖町
七会村 波崎町



6. 合併市町村の QOL推移 水戸市の例

ここでは水戸市を例に, 各累積指数により QOLの経年変化とその要因分析

を行う｡

水戸市は茨城県の県庁所在地であり, 分析対象期間初年 1983年度の人口は,

約 22万人であった｡ 1991年度, 水戸市は隣接する常澄村を編入合併し, 人口

25万人を超える都市となった｡ 2001年度には特例市に指定され, 環境保護・

都市計画行政における市の権限を拡大した｡ その後, 2004年度には内原市を

編入合併する｡ 水戸市は魅力ある都市創造に向け, 中核市さらには政令指定都

市を展望した 50万人都市を目標に掲げ, 今日に至る｡

図 6では, 編入合併があった 1991年度を起点に, 水戸市の累積MIおよび

��
�を計算したものである｡ 図 6から, 合併をはさんだ常澄村, 水戸市それ

ぞれの QOLの経年変化を見てとれる｡ 年毎の DEAおよび���
� (クロスセ

クション) 分析から, 水戸市が合併前 (1983�1990年度) に QOLフロンティ

ア上におり, QOLリア上にはいなかったことがわかっている｡ 合併前の水戸

市のMIおよび��
�はともに 1より大で, その推移から, 水戸市が QOLを低

下させながら合併に至ったことが読み取れる｡ 合併後 (1991�2007年度) の水

戸市のMIおよび��
�は 1より大を保っており, 水戸市が QOLを改善し,

2007年度までそれを保持したことが読み取れる｡

一方, 合併前の常澄村では, MIおよび��
�が 1より小であり, 1983年度

の QOLの良さは, 合併時点と比べて約 21％悪化し, QOLの悪さは約 30％悪

化している｡ 年毎の DEAおよび���
�分析の結果から, 編入前の常澄村は

フロンティア上になく, QOLリア上に位置しており, QOLの悪さが県内で最

も低い市町村だったこともわかっている｡ 図 6の常澄村のグラフから, 常澄村

は QOLを改善させながら, 水戸市との合併に至ったことが読みとれる｡ 水戸

市への編入後は, MIおよび��
�ともに 1より大となり, 常澄村の QOLは,

良い面に焦点をあてても悪い面に焦点をあてても, 合併をはさんで改善したこ
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とがわかる｡

( 6 )式 ((15)式) により, MI (��
�) を FS (���) と CU (���) へと分

解し, 水戸市の市町村合併の効果を検証してみよう｡ 図 7は, 合併時 1991年

度を起点として計算した, 合併後の水戸市の累積 3指数の推移を示している｡

各年の DEAおよび��	
�分析から, 水戸市は合併時フロンティア上にもリ

ア上にも位置しており, 合併後は 2007年度までフロンティア上に留まってい

たこと, また, 合併後はリア上からは離れていた (1996�1997年の 2年間を除

く) ことがわかっている｡ 水戸市は合併後もフロンティア上に留まっているの

で, ( 6 )式に示すように, 合併後の水戸市のMIは, FSの動きと連動する｡

MIは 1より大を保っており, 茨城県の QOLが低下する 90年代後半以降も,

水戸市はフロンティアに留まることで, 合併時と同水準の QOLの良さを保っ

ている｡ 合併後の水戸市の��
�も 1より大を保っている｡ しかし, 合併後の

水戸市の��
�は 1より小であり, 低下傾向にある｡ これに対して水戸市は,

その低下に連動することなく, ��
�を上昇させて QOLリアから離れること

で, 合併時と同水準の QOLの悪さを維持しようとしている｡
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図 6 合併時点を起点とした水戸市・常澄村の MI, ��
�の推移



本稿 5章の分析結果から, 茨城県は, 良い面に焦点をあてても悪い面に焦点

をあてても, 1983�2007度の QOLは悪化していた｡ これに対して水戸市は,

QOLの良さにおいては合併時の相対的な優位性を維持し, QOLの悪さにおい

ては改善を行っている｡ それは QOLフロンティア上に留まるという形で, ま
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図 7 合併後の水戸市の MI, CU, FS 指数および��
�

, ��
�
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�



た QOLリアから離れて��
�を上昇させるという形であらわれている｡ 結果

として 90年代後半の県の QOL急落にも関わらず, 合併時点の QOLを保持で

きた｡ これが水戸市における合併の効果である｡

7. おわりに

本稿では, 1983�2007年度の茨城県 92市町村の 9指標を用いて, DEA/MI

および DEA/ ��
�分析により, QOLの推移を検証した｡ 分析対象期間に, 茨

城県では 28回の新設合併・編入合併が行われている｡ この間, 良い面に焦点

をあてた評価 (上方評価) においても, 悪い面に焦点をあてた評価 (下方評価)

においても, 茨城県全体の QOLは低下傾向にあった｡ 合併をした市町村・合

併をしなかった市町村の QOLを, それぞれのMIおよび��
�で比較したとこ

ろ, QOLの悪さの推移に違いがみられた｡ 合併をした市町村の方が, 合併を

しなかった市町村と比べて QOLの悪さの低下が緩やかであった｡ 一方, QOL

の良さの推移は, 合併・非合併市町村間で明確な違いは見られなかった｡ 合併・

非合併市町村を対象とした QOL分析結果から, 茨城県の市町村合併は, QOL

の良さの悪化を阻む効果はないが, QOLの悪さの悪化を阻止する効果があっ

たといえる｡ これが茨城県の市町村合併の効果である｡

本稿では, 個々の合併市町村を対象とした QOL分析において, 合併時点を

起点とする累積指数をもとめている｡ これにより, 当該市町村の QOLが, 合

併をはさんで如何に推移したのかを明示化することができる｡ 水戸市の例では,

吸収された市町村 (常澄村) が QOLを改善させながら水戸市への編入に至っ

たことが示された｡

水戸市は, 茨城県の QOLの悪化に連動することなく, 合併時点と同水準の

QOLを合併後も保持している｡ この要因をMI・��
�の分解および, 年毎の

DEAクロスセクション分析から検証してみると, 水戸市が合併後も QOLフ

ロンティア上に留まっていたこと, また, 合併後は QOLリア上から離れ,

QOLの悪さを改善していることがわかった｡ これらが水戸市における合併の
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効果である｡

DEAはデータ指向の分析手法であるため, 本稿の結果は, 選択した入出力

指標に全面的に依存している｡ それを考慮しても, QOLの良さ・悪さの 2方

向からの QOL評価法や, 合併時点を起点とした累積指数による QOL推移の

明示化は, 市町村合併の評価・検証に役立つはずである｡ 従って, 本稿の分析

アプローチは, 地域住民及び政策担当者が今後の合併推進を検討するための一

分析手法として有用であると確信している｡

本研究は, 平成 22年度駒澤大学特別研究費 (個人研究) の助成を受けたものであ

る｡

( 1 ) 住環境の評価指標には, 地域の教育の質を表す指標として, 教員一人あたりの

学生数を採用する先行研究もある｡ しかし質の高い教育には学生間の競争も必要

であり, 教員一人あたりの学生数が少ない程教育の質が向上するとは必ずしも言

えない為, 本稿の QOL分析では評価指標から除外した｡
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